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　１　こども・子育て政策の抜本的な強化をはじめ，ＤＸ，ＧＸなど，新たな財政需要に的確に対応できる安定的かつ持続可能
　　な財政基盤の確立を図るため，これまで以上に徹底した行財政改革を断行し，大幅な収支不足が生じている一般会計の収支
　　改善に取り組むとともに，これらの重点施策に財源配分を大きくシフトさせる歳出構造改革を強力に推進します。

　２　一般会計における財政収支の改善を着実に進めながら，年度間の財政需要の変動と大規模災害等に備える財政調整基金に
　　ついて，適正な残高の確保を図ります。

　３　財政構造の弾力性を確保するため，建設事業債の新規発行額の抑制に努めながら，市債残高を確実に減少させ，将来にわ
　　たる公債費負担の軽減と，健全化判断比率の改善に取り組みます。

みと未来財政プランについて

 １　プラン策定の趣旨

 ２　市の財政運営の方針

●こども・子育て政策の抜本的な強化など新たな施策の積極的な推進
本市においては，急速に進行する人口減少や深刻さを増す気候変動など，時代の大きな課題に直面する中，将来にわたって持

続的にまちを発展させていくため，「水戸市第７次総合計画－みと魁・Ｎｅｘｔプラン－」に基づき，こども・子育て政策の抜
本的な強化に取り組むとともに，ＤＸやＧＸなどの新たな施策を積極的に推進する方針です。

●財務体質の改善に向けた行財政改革の断行と歳出構造改革の推進
厳しい財政状況の中，これらの財政需要に的確に対応していくためには，これまで以上に徹底した行財政改革を断行し，財務

体質の着実な改善を進め，財政規律をしっかりと堅持するとともに，選択と集中の考えのもと，重点施策に財源配分を大きくシ
フトさせる歳出構造改革を強力に推進することが不可欠です。

そのため，令和５年９月に「みと未来財政プラン」を策定し，市の財政運営の方針を示すとともに，この具現化を図るため，
各財政指標について，プランの対象期間中に達成すべき具体的な目標を定め，その達成に向けた10年間の中長期的な財政見通し
を明らかにしました。

また，このプランについては，社会経済情勢の変化や地方行財政制度の改正に加え，各事業や行財政改革の推進による財政需
要の変動などを適時，的確に反映していくため，毎年度の予算編成後に見直しを行い，公表することとしています。

本市では，このプランを指針とし，全庁一丸となって，将来にわたる市政発展に不可欠な施策の積極的な推進と，これを支え
る安定的かつ持続可能な財政基盤の確立に取り組んでいきます。



 ３　各財政指標の目標と見通し

　○一般会計における財政収支
　
　　〔目標〕　　令和15年度までに収支不足額△10億円以内を達成　※令和６年度予算　△25億円
　　〔見通し〕　歳入歳出両面にわたる行財政改革の推進により，収支の改善が図られ，令和14年度に達成できる見通しです。
　
　○財政調整基金残高
　
　　〔目標〕　　年度末残高50億円の確保　※令和５年度末　51.6億円
　　〔見通し〕　一般会計の収支不足に対応するため，当面の間，目標達成は困難であるものの，年次的に一般会計の財政収支
　　　　　　　　の改善を図ることにより，令和15年度に達成できる見通しです。
　
　○市債残高

　　〔目標〕　　令和15年度までに総額2,100億円以下を達成　※令和４年度決算　2,445億円
　　〔見通し〕　建設事業債の新規発行額の抑制に取り組むことで，令和12年度に達成できる見通しです。
　
　○健全化判断比率

　　〔目標〕　　実質公債費比率　令和15年度までに8.5％以下を達成　※令和４年度決算　　9.2％
　　　　　　　　将来負担比率　令和15年度までに100.0％以下を達成　※令和４年度決算　132.9％
　　〔見通し〕　市債残高の減少と，これに伴う公債費負担の軽減により，実質公債費比率は令和13年度，将来負担比率は令和
　　　　　　　　15年度に達成できる見通しです。
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Ⅰ　中長期の財政見通し

〔対象会計〕
　財政収支見通しの対象は，一般会計としています。

本市の予算は，一般会計，特別会計，公営企業会計で構成されていますが，このうち一般会計は，福祉や教
育，道路・公園等の社会資本整備など，基本的な行政運営経費を計上する会計です。

また，一般会計には，特別会計及び公営企業会計の収支均衡を図るための繰出金も計上しているから，この
収支見通しを示すことで，市全体の収支見通しを明らかにすることができます。

〔財政見通し作成の考え方〕
　推計の対象期間は，令和７年度から令和16年度までの10年間とします。

今回公表する財政見通しについては，本市財政の現状及び令和６年度予算をベースに，みと魁・Ｎｅｘｔプ
ランとの整合を図りながら，現時点で把握可能な地方行財政制度の改正内容などを加味して作成しています。

なお，昨年度は一般財源ベースで推計を行っていましたが，今年度から歳入・歳出とも国・県支出金をはじ
めとする特定財源を含めた総額で推計を行っています。

４
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　１　一般会計における財政収支の見通し

※市役所新庁舎，新ごみ処理施設，新市民会館，東町運動公園新体育館の整備

（単位：百万円）

６年度予算 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度

市税 41,860 43,610 44,213 44,352 44,929 45,507 

地方譲与税等 11,080 9,972 10,046 10,128 10,212 10,296 

13,746 13,429 13,491 13,465 13,241 12,844 

33,875 34,021 34,172 34,610 35,318 35,889 

7,197 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 

その他の歳入 9,567 9,423 9,648 9,648 9,348 9,348 

計 A 117,325 116,455 117,570 118,203 119,048 119,884 

義務的経費 68,185 68,952 69,799 70,928 72,152 72,976 

　 人件費 19,185 18,983 18,843 18,929 18,786 18,894 

 　扶助費 38,214 39,033 39,926 40,535 41,579 42,174 

   公債費 10,786 10,936 11,030 11,464 11,787 11,908 

普通建設事業費 12,684 11,630 11,630 11,630 11,630 11,630 

繰出金 14,347 13,520 13,265 12,887 12,587 12,328 

その他の経費 24,609 24,707 24,855 24,943 24,639 25,185 

計 B 119,825 118,809 119,549 120,388 121,008 122,119 

C △2,500 △2,354 △1,979 △2,185 △1,960 △2,235 収支不足額  （A-B）

〔目標〕　　小・中学校給食費の完全無償化，保育料第２子の無償化など，こども・子育て政策の抜本的な強化をはじめとする新た
　　　　　　な財政需要に的確に対応しながら，歳入歳出両面において，徹底した行財政改革を推進し，令和15年度までに収支不足
　　　　　　額△10億円以内の達成を目指します。

〔見通し〕　行財政改革を継続的に推進するとともに，４大プロジェクト（※）に係る市債償還の進捗に伴い，令和12年度以降は公
　　　　　　債費が減少に転じることなどにより，段階的に収支の改善が図られ，令和14年度に目標を達成できる見通しです。
　　　　　　なお，毎年度の収支不足については，財政調整基金を計画的に活用して対応します。

歳入

歳出

項　  目

地方交付税・臨時財政対策債

国・県支出金

市債（建設事業債）



12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

市税 45,570 45,984 46,338 46,364 46,723 

地方譲与税等 10,381 10,467 10,553 10,640 10,728 

12,781 12,324 11,977 11,796 11,221 

36,194 36,770 37,025 37,440 37,914 

6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 

その他の歳入 9,348 9,408 9,408 9,408 9,408 

計 A 120,274 120,953 121,301 121,648 121,994 

義務的経費 73,134 73,506 73,295 73,677 73,709 

　 人件費 18,629 18,731 18,603 18,753 18,754 

 　扶助費 42,775 43,370 43,882 44,450 44,966 

   公債費 11,730 11,405 10,810 10,474 9,989 

普通建設事業費 11,630 11,630 11,630 11,630 11,630 

繰出金 12,210 12,177 12,211 12,217 12,260 

その他の経費 24,862 25,339 24,977 24,943 25,268 　

計 B 121,836 122,652 122,113 122,467 122,867 　　

C △1,562 △1,699 △812 △819 △873 　　

○歳入・歳出各項目の推計の考え方

歳入

歳出

・市税及び地方譲与税等は，緩やかな経済成長が当面継続することを前提に，企業誘致の推進等の効果を見込んで推計します。
・地方交付税のうち普通交付税は，社会保障費や市税の増加等による基準財政需要額及び基準財政収入額の変動を見込んで推計
　します。臨時財政対策債は，令和６年度予算が継続するものとして推計します。
・国・県支出金は，近年の決算状況に社会保障費の増加等を加味して推計します。
・市債（建設事業債）は，みと魁・Ｎｅｘｔプラン前期基本計画を基本に，普通建設事業費の平準化を図って見込みます。
・その他の歳入は，小学校給食費や保育料第２子の無償化に加え，水戸黄門ふるさと寄附金の拡充や使用料・手数料等の見直し
　影響を加味して推計します。

・人件費は，ごみ収集・学校給食調理業務の民間委託化の推進等に伴う職員定数の減少を見込んで推計します。
・扶助費は，近年の決算状況や令和６年度予算に，年少者や高齢者など対象人口の変動を加味して推計します。
・公債費は，既に発行した市債の償還予定額に，今後発行する市債の償還見込額を加算して推計します。
・普通建設事業費は，みと魁・Ｎｅｘｔプラン前期基本計画を基本に，事業費の平準化を図って見込みます。
・繰出金のうち，介護保険会計及び後期高齢者医療会計については，近年の決算状況や令和６年度予算に，高齢者人口の増加を
　加味して推計します。その他の会計は，今後の公債費の推移等を考慮して推計します。
・その他の経費は，光熱費や物価等の高騰による物件費の増加に加え，省エネルギー化施策の推進や福祉施設のあり方見直しな
　ど，行財政改革の効果を見込んで推計します。

歳入

歳出

項　  目

地方交付税・臨時財政対策債

国・県支出金

市債（建設事業債）

収支不足額  （A-B）

 ６
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　２　財政調整基金残高の見通し

（単位：百万円）

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度

　前年度末残高　 A 5,156 4,456 3,902 3,723 3,338 3,178 

　取崩額　（収支不足の補てん） B 2,500 2,354 1,979 2,185 1,960 2,235 

　年度当初の残高見込　（A-B） C 2,656 2,102 1,923 1,538 1,378 943 

　決算剰余金積立額 D 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 

　年度末残高  （C+D） E 4,456 3,902 3,723 3,338 3,178 2,743 

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

　前年度末残高　 A 2,743 2,981 3,082 4,070 5,051 

　取崩額　（収支不足の補てん） B 1,562 1,699 812 819 873 

　年度当初の残高見込　（A-B） C 1,181 1,282 2,270 3,251 4,178 

　決算剰余金積立額 D 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 

　年度末残高  （C+D） E 2,981 3,082 4,070 5,051 5,978 

　※決算剰余金積立額は，過去の実質収支の状況を踏まえ，18億円を見込みます。

項　  目

項　  目

〔目標〕　中核市移行に伴い拡大した財政規模を考慮するとともに，昨今のコロナ禍や大規模災害などに，より機
　　　　　動的かつ柔軟に対応するため，毎年度末において残高50億円の確保を図ります。

〔見通し〕一般会計の収支不足に対応するため，基金を活用せざるを得ないことから，当面の間，目標達成は困難
　　　　　であるものの，年次的に一般会計の収支不足を改善していくことにより，令和15年度に達成できる見通
　　　　　しです。



 ３　市債残高の見通し

（単位：百万円）

４年度決算 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度

建設事業債 A 98,638         100,131        100,964        100,455        99,886         98,878         97,541         

   うち４大プロジェクト分 32,234         31,491         30,412         29,259         27,666         25,934         23,890         

減収補てん債等 Ｂ 1,663           1,746           1,518           1,372           1,261           1,176           1,086           

臨時財政対策債 Ｃ 48,184         46,034         43,256         40,378         37,437         34,484         31,551         

　 一般会計  （Ａ+Ｂ+Ｃ） Ｄ 148,485        147,911        145,738        142,205        138,584        134,538        130,178        

　 特別会計・企業会計 Ｅ 95,986         93,091         91,593         89,830         88,494         87,694         87,311         

　 全会計合計  （Ｄ+Ｅ） Ｆ 244,471        241,002        237,331        232,035        227,078        222,232        217,489        

   うち建設事業債 （Ａ+Ｅ） Ｇ 194,624        193,222        192,557        190,285        188,380        186,572        184,852        

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

建設事業債 A 96,055         94,625         93,252         92,250         91,311         90,589         

   うち４大プロジェクト分 21,837         19,784         17,761         15,892         14,116         12,648         

減収補てん債等 Ｂ 974             862             750             638             556             485             

臨時財政対策債 Ｃ 28,681         25,939         23,476         21,243         19,263         17,546         

　 一般会計  （Ａ+Ｂ+Ｃ） Ｄ 125,710        121,426        117,478        114,131        111,130        108,620        

　 特別会計・企業会計 Ｅ 86,895         86,285         85,624         84,884         84,250         83,719         

　 全会計合計  （Ｄ+Ｅ） Ｆ 212,605        207,711        203,102        199,015        195,380        192,339        

   うち建設事業債 （Ａ+Ｅ） Ｇ 182,950        180,910        178,876        177,134        175,561        174,308        

項　　目

項　　目

〔目標〕　将来にわたる公債費負担の軽減を図るため，令和４年度において過去最大となっている市債残高について，一般会計
　　　　　における建設事業債の新規発行額を年60億円程度に抑制し，令和15年度までに総額2,100億円以下の達成を目指しま
　　　　　す。※過去20年間の最小値　平成27年度　2,136億円

〔見通し〕令和12年度に目標を達成できる見通しです。
　　　　　なお，プラン最終年度の令和16年度には，総額は1,923億円（令和４年度から△521億円,△21.3％），一般会計は
　　　　　1,086億円（令和４年度から△399億円，△26.8％）まで縮減できる見通しです。

 ８
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（単位：％）

項　目
４年度
決算

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

実質公債費比率 9.2 9.5 9.6 9.3 9.1 8.8 8.8 8.8 8.6 8.5 8.1 7.8 7.6 

将来負担比率 132.9 125.9 125.0 124.8 119.9 116.4 113.8 111.2 108.6 105.0 102.2 99.2 96.0 

（制度の概要）

実質公債費比率

将来負担比率

　４ 健全化判断比率の見通し

一般会計等の実質的な公債費（一般会計等の公債費，特別会計繰出金等のうち公債費充当額）が，年間の財政規模に対して，どの
くらいの割合になるかを示す指標です。
  ・25％以上→国が定める早期健全化基準を超過するため，財政健全化計画を策定し，自主的な改善努力により財政健全化を図る
　　　　　　　ことが求められます。
  ・35％以上→国が定める財政再生基準を超過するため，財政再生計画を策定し，国等の積極的な関与により財政の再生に取り組
　　　　　　　むこととなります。

一般会計等の将来負担額（一般会計等の市債残高，特別会計等の市債残高及び職員の退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見
込額など）が，年間の財政規模に対して，どのくらいの割合になるかを示す指標です。
  ・350％以上→国が定める早期健全化基準を超過するため，財政健全化計画を策定し，自主的な改善努力により財政健全化を図
　　　　　　　 ることが求められます。なお，財政再生基準は設けられていません。

〔目標〕　令和15年度までに，実質公債費比率は8.5％以下，将来負担比率は100.0％以下の達成を目指します。
　　　　　※過去の最小値　実質公債費比率　9.1％　将来負担比率　85.3％

〔見通し〕市債の新規発行額を抑制し，市債残高の減少と公債費負担の軽減に取り組むことにより，実質公債費比率は令和13年度，将
　　　　　来負担比率は令和15年度に目標達成できる見通しです。



Ⅱ　参考資料
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○４大プロジェクトの事業費及び財源内訳並びに市の実質的な財政負担額

１　実績 （単位：百万円）

財　源　内　訳

A B

 市役所新庁舎 18,544         10,209        -              -              5,958         1,393         679            305            2,164          

 新ごみ処理施設 34,414         13,765        9,221         -              8,475         350            -              2,603         9,159          

 新市民会館 19,217         -              1,947         -              15,516        -              7               1,747         9,191          

 東町運動公園新体育館 9,566          -              3,365         1,458         4,046         -              -              697            2,895          

合　計 81,741         23,974        14,533        1,458         33,995        1,743         686            5,352         23,409         

２　当初計画（平成28年１月）
財　源　内　訳

A B

 市役所新庁舎 20,382         10,267        -              -              8,295         1,073         539            208            2,767          

 新ごみ処理施設 36,500         -              11,611        -              21,069        300            -              3,520         15,404         

 新市民会館 19,200         -              1,200         -              14,820        -              -              3,180         11,655         

 東町運動公園新体育館 10,350         -              1,000         2,500         5,258         -              -              1,592         5,250          

合　計 86,432         10,267        13,811        2,500         49,442        1,373         539            8,500         35,076         

　令和５年７月に新市民会館がオープンし，全ての事業が完了しました。
　各事業の推進に当たっては，事業費の削減に最大限努めるとともに，国・県補助金などの財源確保や交付税措置の高い市債
の優先的な発行に取り組み，市の実質的な財政負担の軽減を図りました。
　この結果，４大プロジェクト全体の総事業費は817億円，市の実質的な財政負担額は，234億円（総事業費の28.6％）となり
ました。
　これを平成28年１月に策定した当初計画と比較すると，総事業費は△47億円となり，また，市の実質的な財政負担額は△117
億円と，３分の１にのぼる大幅な軽減を実現しました。

施設名
事業費 実質負担額

特別交付税 国庫補助金 県補助金 市債 基金繰入 その他 一般財源

施設名
事業費 実質負担額

その他 一般財源特別交付税 国庫補助金 県補助金 市債 基金繰入



　〔４大プロジェクトにおける市の実質的な財政負担額の算出根拠〕

　　 ・４大プロジェクトの事業費と財源内訳

財　源　内　訳
 震災復興

特別交付税
国庫補助金 県補助金 市債 基金繰入  その他 一般財源

A B C D E F G

18,544         10,209         -               -               5,958          1,393          679             305             

34,414         13,765         9,221          -               8,475          350             -               2,603          

19,217         -               1,947          -               15,516         -               7                1,747          

9,566          -               3,365          1,458          4,046          -               -               697             

81,741         23,974         14,533         1,458          33,995         1,743          686             5,352          

　　 ・市債内訳

 合併特例債
 被災施設
復旧関連
事業債

 一般廃棄物
処理事業債

(単独)

 公共施設等
適正管理

推進事業債

 公共事業
等債

 一般単独
事業債等

 D 70％ 70％ 30％ 30％ 22.2％ 0％ H I　D-H

5,958          1,488          4,367          -               -               -               103             4,099          1,859          

8,475          951             -               3,992          -               249             3,283          1,919          6,556          

15,516         9,056          -               -               3,835          2,625          -               8,072          7,444          

4,046          2,000          -               -               -               2,019          27              1,848          2,198          

33,995         13,495         4,367          3,992          3,835          4,893          3,413          15,938         18,057         

・市の実質負担額合計

 実質負担額
合計

 事業の
一般財源

 市債の
実質負担額

 

G+I G I

2,164          305             1,859          

9,159          2,603          6,556          

9,191          1,747          7,444          

2,895          697             2,198          

23,409         5,352          18,057         

 市役所新庁舎

 新ごみ処理施設

 新市民会館

 東町運動公園新体育館

合　計

 新ごみ処理施設

 新市民会館

市　債　内　訳

 （交付税措置率）

 市役所新庁舎

 新ごみ処理施設

 新市民会館

 東町運動公園新体育館

合　計

（単位：百万円）

施設名 事業費

施設名  市債合計
 交付税措置

見込額
 市債の

実質負担額

施設名

 東町運動公園新体育館

合　計

 市役所新庁舎
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